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1. まえがき
跳水は高速水流のエネルギー減勢に有効な現象として知

られている．跳水式減勢工の水叩き工を設計するためには，
跳水の長さを合理的に決定することが重要である．
大津 1) は跳水長の物理的意味を跳水によるエネルギー損

失が達成される長さ (LjO )と解釈し，自由跳水と潜り跳水の
長さが LjO/HL = f(HL/H∗)の関係で表示されることを示し，
実験式を示した．ここに，HL は跳水による損失水頭，H∗ は
跳水始端断面の全水頭である．また，長方形断面水平水路
の自由跳水の長さ LjO の簡易式は，

LjO = 5.5h2 for 4 < F1 < 10 (1)

で示されている 2)．ここに，F1 [= U1/(gh1)0.5] は断面
s1(図 1 参照) のフルード数，U1 は断面 s1 の断面平均流
速，h1 は断面 s1 の水深，gは重力加速度，h2 は跳水終端水
深である．IAHR Design Manual3) では USBR4) の実験結果
を用いて跳水長 LjU の簡易式，

LjU = 6h2 for 4 < F1 < 12 (2)

が示されているものの，USBR の実験の大部分は水平水路
に接続された傾斜水路下流端部から跳水を形成させたもの
である 4)．
佐藤ら 5) は跳水の長さとエネルギー損失との関係を説明

し，式 (1)による跳水終端断面付近の乱れ強さとエネルギー
収支を示し，跳水長の実験式 [式 (1)，(2)]を検証した．しか
しながら，式 (1)による断面より下流側での乱れ強さとエネ
ルギー収支については，実験による検討の余地がある．
本研究は，長方形断面水平水路のゲート直下に形成され
る自由跳水を対象に，跳水下流側断面の乱れ強さを実験に
よって示し，従来提案されている跳水長の実験式の物理的
意味を明確にしようとしたものである．

2. 実験
実験は，スルースゲートを有する水路幅 B = 0.600 m の
滑面長方形断面水平水路で行われた．縮流部（vena con-
tracta，図 1）に跳水始端 (x = 0) が位置する場合の自由
跳水（UD と略す）において，F1 = 7.2，レイノルズ数
R [= q/ν] = 6.2 × 104，アスペクト比 B/h1 = 31 の条件
を対象とした．ここに，q [= Q/B] は単位幅流量，Q は流
量，ν [= µ/ρ]は動粘性係数，µは水の粘性係数，ρは水の密
度，x は水路床に沿った流下方向の座標，y は鉛直上向きの
座標である．与えられた F1 と Rが得られるように Q，ゲー
トの開口高 a，水路下流端の堰高を調整した．なお，縮流部
はゲートから下流に 2aの位置 6) とした．
流速は，三次元電磁流速計（採取間隔 10 ms，採取時

間 100 s）を用いて測定された．水深は，ポイントゲージ
を用いて測定された．なお，測定は水路中央面 (z = 0，z：
水路横断方向の座標)を対象とした．

図 1 スルースゲート直下に形成される自由跳水の定義図

F1 = 7.2
R = 6.2 ×104
UD

V ′2/u′2

y
/h

x
図 2 V ′2/u′2 の鉛直方向分布

3. 乱れ強さの特性
与えられた F1と Rに対して，断面 sx(x = L，図 1)におけ

るV ′2
[
= u′2 + 3′2 + 4′2

]
と u′2をV ′2/u′2 = f (y/hx，x/h1)

で整理した一例を図 2 に示す．ここに，u′[= u − u], 3′[=
3 − 3], 4′[= 4 − 4]は x, y, z方向の変動流速，u, 3, 4は x, y, z
方向の瞬間流速，u, 3, 4 は x, y, z 方向の時間平均流速であ
る．図 2 に示されるように，与えられた x/h1 に対して，

y/hx によらず 55 ≤ x/h1 ≤ 109 では V ′2/u′2 ≈ 2 となる．
また，air flow modelでの実験 7) によっても V ′2/u′2 ≈ 2と
なっている．すなわち，一つの実験条件ではあるものの，
跳水内部と下流側の広範囲な x/h1(55 ≤ x/h1 ≤ 109) では
V ′2/u′2 ≈ 2であることが明らかにされた．

4. 跳水のエネルギー損失と跳水長との関係
二次元非圧縮性・粘性流体で定流の場合，検査領域 (con-

trol volume，図 1)に平均流のエネルギー方程式を適用 2), 7), 8)

し，水頭で表示すると，
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となる．ここに，H1 と Hx は断面 s1(x = 0，図 1) と断面

sx(x = L，図 1)の全水頭 H
[
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]
はエネルギー補正係数，U は断面平均流速である．ただし，
断面 s1 と sx では静水圧分布であるものとし，y 方向の時間
平均流速 3，粘性応力，水面におけるレイノルズ応力を無視
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図 3 Con./(H1 − Hx)の流下方向変化

している．(3)の右辺第二項は断面 s1 と sx に作用するレイ
ノルズ応力による仕事の水頭表示（Rs. と略す），右辺第三
項は乱れの生成項の水頭表示（Pro.と略す）である．(3)の
両辺を (H1 − Hx)で除して整理すると，

Rs.
H1 − Hx

+
Pro.

H1 − Hx
= 1 (4)

が得られる．
検査領域に変動流のエネルギー方程式を適用 2), 7), 8) し，
水頭で表示すると，

− 1
ρgq

∫ L

0

∫ h

0

{
ρ
(
u′2 − 3′2

) ∂u
∂x
+ ρu′3′

(
∂u
∂y
+
∂3

∂x

)}
dydx

=
1
ρgq

[∫ hx

0

(
ρ

V ′2

2

)
u dy −

∫ h1

0

(
ρ

V ′2

2

)
u dy

]
+

1
ρgq

∫ L

0

∫ h

0
µ

2
{(
∂u′

∂x

)2
+

(
∂3′

∂y

)2
+

(
∂4′

∂z

)2
}

+

(
∂u′

∂y
+
∂3′

∂x

)2
+

(
∂u′

∂z
+
∂4′

∂x

)2
+

(
∂3′

∂z
+
∂4′

∂y

)2 dydx

(5)

となる．ただし，乱れの運動エネルギー flux，変動圧力およ
び乱れによる粘性応力を無視 7) している．(5)の左辺は乱れ
の生成項の水頭表示 (Pro.)，右辺第一項は乱れの対流項の水
頭表示（Con.と略す），右辺第二項は乱れの粘性消散項の水
頭表示（Dis.と略す）である．(3)と (5)より，
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が得られる．
(6)の左辺第二項および左辺第三項は，

Con.
H1 − Hx

=

∫ hx

0

(
ρV

′2

2

)
u dy −

∫ h1
0

(
ρV

′2

2

)
u dy

ρgq(H1 − Hx)
， (7)

Rs.
H1 − Hx

=

∫ hx

0 u
(
ρu′2

)
dy −

∫ h1
0 u

(
ρu′2

)
dy

ρgq(H1 − Hx)
(8)

で示される．与えられた F1 と Rに対して，Con./(H1 − Hx)
と Rs./(H1 − Hx) を求めた結果を図 3 と図 4 に示す．ただ
し，断面 s1 における u′2 および uは佐藤ら 5) の結果を与え
ている．また、(7)において，断面 s1 では滑面開水路乱流の

乱れ特性 9) より，V ′2 = 1.8u′2 とし，3.の結果より断面 sx
では V ′2 = 2u′2 とする．
図 3と図 4に示されるように，27 ≤ x/h1 < 53では，x/h1

の増加とともに，Con./(H1 − Hx) と Rs./(H1 − Hx) はそれ
ぞれ小さくなる．x/h1 ≥ 53では Rs./(H1 − Hx) ≲ 0.01，
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図 4 Rs./(H1 − Hx)の流下方向変化

Con./(H1 − Hx) ≲ 0.01 となり，x/h1 によらずそれぞれほ
ぼ一定の値を示している．よって，与えられた F1 と Rに対
して x/h1 ≥ 53では，Dis./(H1 − Hx) ≳ 0.98になっている
ことから，(4)と (6)より，

Pro. ≃ Dis. ≃ H1 − Hx (9)

となる．(9)が成立する断面 (x/h1 ≥ 53)では，跳水内部で
生成された乱れが粘性消散し，エネルギーが十分に減勢さ
れているため，(1)と (2)は跳水によるエネルギー損失が完
了している断面を表示する式である．さらに，(9)が成立す
る最上流側の断面 (x/h1 = 53)は (1)で定められる跳水終端
断面 (LjO/h1 = 54) とほぼ一致するため，(1) は跳水による
エネルギー損失が達成される最上流側断面を表示する簡易
式であることが示された．

5. まとめ
長方形断面水平水路のゲート直下に形成される自由跳

水 (跳水始端断面のフルード数 F1 = 7.2，レイノルズ数
R = 6.2 × 104)の下流側断面における乱れ強さについて検討
し，以下の結果が示された．

• 跳水下流側断面 (55 ≤ x/h1 ≤ 109)において V ′2/u′2 ≈ 2
となることを明確にした．

• (7) における乱れの対流項の水頭表示 Con./(H1 − Hx)
と (8) におけるレイノルズ応力による仕事の水頭表
示 Rs./(H1 − Hx) を間接的に求め，本実験の範囲では
x/h1 ≥ 53で (9)の関係になることを示した．

• (1)，(2)によって定められる跳水長は，跳水によるエネル
ギー損失が達成されている長さであることが実証された．
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